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掲 示

災害時における応急組立橋の緊急的な架設業務（上越防災支援セン

ター）に関する協定締結に係わる技術資料の公募について

標記について、下記により技術資料を公募する。

なお、技術資料が提出されても、記２．の「技術資料の提出を求める対象者」以外の者

及び記３．(3)－1)の「欠格要件」のある者については、協定締結の相手方として指名しな

いものとする。また、多数の応募者がある場合は、記３．(3)－2)の「技術的要件等」を審

査して、協定締結の相手方として指名しないことがある。

令和５年２月１６日

北陸地方整備局

北陸技術事務所長

姫野 芳範

記

１．業務概要
(1) 件 名 災害時における応急組立橋の緊急的な架設業務（上越防災支援センタ

ー）に関する協定

(2) 目 的 本業務は、災害時に応急組立橋（管理番号22-5-1及び令和６年３月納

入新橋）の緊急的な架設を行い、被害の拡大防止と被災施設の早期復旧

を支援することを目的とする。

応急組立橋（管理番号22-5-1）諸元

橋梁形式：組立式ポニーワーレントラス下路橋

車道幅員：７.５ｍ

歩道幅員：１.５ｍ

支 間 長：最大５０ｍ

重 量：約１９７ｔ

応急組立橋（令和６年３月納入新橋）諸元

橋梁形式：組立下路式ワーレントラス橋

車道幅員：７.５ｍ

歩道幅員：１.５ｍ

支 間 長：最大５０ｍ

(3) 協定内容 別添協定書（案）のとおり。

(4) 協定期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで

２．技術資料の提出を求める対象者
次の全ての条件を満たさなければならない。

(1) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第70条及び第71条の規定に該
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当しない者であること。

(2) 北陸地方整備局（港湾空港関係事務に関することを除く。）における令和５・

６年度一般競争参加資格者で鋼橋上部工事の認定を受けていること。

なお、上記認定を受けていない者も次に従い申請書及び資料を提出することが

出来る。この場合においては、２．（１）及び（３）から（９）までに掲げる条

項を満たしており、かつ技術審査時に、２．（２）に掲げる北陸地方整備局（港

湾空港関係事務に関することを除く。）における令和５・６年度一般競争（指名

競争）参加資格の定期受付において、希望工種区分を鋼橋上部工事として申請し

ていることとする。なおその場合、受理されていることが確認できる書類の写し

を提出すること。なお、令和５年４月１日時点において、上記申請に対して認定

を受けていなければならない。

（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされて

いる者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者については、手続開始の決定後、北陸地方整備局長が別に定める

手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること。）。

(3) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を受けた者を除

く。）でないこと。

(4) 新潟県内に建設業法に基づく「土木一式工事」の許可を受けた本社を有するこ

と。

なお、経常建設共同企業体にあっては、全ての構成員が、上記の要件を満たし

ていること。

(5) 平成２０年度以降に元請として完成した工事で、北陸地方整備局管内での北陸

地方整備局（事務所発注を含む）、県、政令市、市町村の次の工事のいずれかの

施工実績を有すること。ただし、評定点合計が６５点未満のものを除く。

応急組立橋架設工事、応急組立橋架設訓練作業、鋼橋上部工事の架設工事

(6) 建設共同企業体の実績をもって単体として応募する場合は、出資比率が２０％

以上の場合のものに限る。

(7) 単体の実績をもって経常建設共同体で応募する場合は、出資比率が２０％以上

の場合のものに限る。

(8) 技術資料の提出期限日から協定締結の時までの期間に、北陸地方整備局長から

工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和59年3月29日付け建設省厚第91

号）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。

(9) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる

ものとして、国土交通省発注の公共事業等から排除要請があり、当該状態が継続

している者でないこと。

３．技術資料の作成及び提出
(1) 技術資料作成要領の入手方法
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交付方法： 次の交付場所・交付期間に資料を交付する。

なお、郵送希望者は返送用の封筒（切手添付）を交付場所宛に送付

すること。

交付場所： 北陸地方整備局 北陸技術事務所 施工調査・技術活用課

〒950-1101 新潟県新潟市西区山田２３１０－５

TEL 025-231-1281（代表） 内線 381

交付期間： 令和５年２月１６日（木）から令和５年３月１０日（金）までの午

前９時から午後４時までとする。

ただし、行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）

第１条に規定する行政機関の休日（以下「休日」という｡)は交付しな

い。

(2) 技術資料の作成及び提出方法

技術資料作成要領に示す様式及び留意事項に基づき作成する。

受付期間： 令和５年３月９日（木）から令和５年３月１０日（金）までの２日

間とし、午前９時から午後４時までとする。

受付場所： 北陸地方整備局 北陸技術事務所 施工調査・技術活用課

〒950-1101 新潟県新潟市西区山田２３１０－５

TEL 025-231-1281（代表） 内線 381

提出方法： 提出部数は１部とし、持参、郵送（書留郵便に限る）又は託送（書

留郵便と同等のものに限る）するものとする。

(3) 技術資料等の審査事項

提出された資料等により、次の事項について審査し、別紙の技術審査基準を基に

選定する。

1) 欠格要件

ａ 不誠実な行為 (a)指名停止 (b)契約違反 (c)一括下請等 (d)排除要請

ｂ 経営状況

ｃ 安全管理

ｄ 労働福祉

ｅ 工事成績

ｆ 令和５・６年度一般競争参加資格者（令和５・６年度一般競争（指名競

争）参加資格確認申請書受理社含む）で鋼橋上部工事以外

2) 技術的要件等

ａ 技術的特性 (a)施工実績 (b)技術者評価

ｂ 地理的条件

ｃ 出動所要時間

ｄ 常用労務者数及び建設資機材等

ｅ 安全、労働福祉

ｆ 工事成績

ｇ 不誠実な行為・安全管理に係わる措置期間終了後の措置

他の区域で協定締結の相手方として指名された場合は、協定締結を辞退すること

ができる。この場合、上記３．(3) -2)の「技術的要件等」の審査で次点の者を指名

する。

４．その他
(1) 提出された技術資料は返却しない。ただし、資料の撤回は技術資料の提出期限から
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起算して７日（「休日」は含まない｡)以内とする。この場合これらを理由に以降の指

名等について不利益な取扱いはしない。

(2) 技術資料に関する問い合わせ先

北陸地方整備局 北陸技術事務所 施工調査・技術活用課

〒950-1101 新潟県新潟市西区山田２３１０－５

TEL 025-231-1281（代表） 内線 381

(3) 技術資料の審査及び指名審査

技術資料等の審査確認日は入札・契約手続運営委員会の開催日とする。

(4) 本業務に係る協定締結は、令和５年３月２９日（水）を予定している。



評 価 項 目 選 定 の 着 目 点 ３A ２Ａ Ａ Ｂ Ｃ

①地理的条件 (1) 本社の所在地 ｲ)新潟県内に本社がある。

(1) 同種工事の施工実績
　　（過去15年間）

ｲ)北陸地方整備局（事務所含む）発注の施
工実績がある。

ﾛ）県、政令市、市町村発注の
施工実績がある。

ﾊ)実績無し

(2) 類似工事の施工実績
　　（過去15年間）

ｲ）国、県、政令市、市町村発
注の施工実績がある。

ﾛ)実績無し

③技術者評価
(1) 同種・類似工事の工事経
験を有する会社の技術者数

ｲ)北陸地方整備局、県、政令市、市町村発
注の工事経験を有し且つ、資格を有する技
術者が5名以上いる。

ﾛ）北陸地方整備局、県、政令
市、市町村発注の工事経験を
有し且つ、資格を有する技術
者が1名以上5名未満。

ﾊ）資格を有する技
術者がいない又は
工事経験がない

(1) 安全管理に関する表彰
　　（過去２年間）

ｲ)表彰有り。

ﾛ）表彰を受けた翌日から技
術資料の提出期限日までに、
文書注意、警告又は指名停
止の措置を受けた場合
ﾊ）表彰無し

(2) 建退協の加入状況 ｲ）加入している ﾛ）加入していない。

⑤工事成績

北陸地方整備局発注工事(港
湾空港関係事務に関すること
を除く)における平成30年度～
令和３年度の一般土木工事
の工事成績評定の平均点。
JV時及び単体時の工事成績
も評価の対象とする。

ｲ）８０点以上
ﾛ）７５点以上８０
点未満

ﾊ）７０点以上７５点未満
ﾆ）６５点以上７０点未満又は
実績なし

ﾎ)６５点未満

⑥出動所要時
間又は距離

出動所要時間と緊急的な応
急対策の実施関係

ｲ）出動所要時間１時間未満又は２０ｋｍ未
満

ﾛ） ｲ)以外

⑦建設資機材
等

緊急的な災害応急対策の実
施関係（常用作業員数及び建
設機械台数）

ｲ）自社の保有機
械を有し（※）、か
つ自社の常用作
業員が10名以上

ﾛ）自社の常用作業員１０名以上

ﾊ)協力会社を含めて常用作業員が10名以
上

ﾆ）　ｲ）、ﾛ)、ﾊ)以外

⑧不誠実な行
為・安全管理に
係る措置期間終
了後の措置

不誠実な行為安全管理に係
る措置を受けた者が対象
注）審査日は、入札・契約手
続き運営委員会の開催日と
する。

ｲ）－２Ａ
・審査日時点で、
措置期間終了日
の翌日から起算し
て当該措置期間と
同期間内の場合

ﾛ）－Ａ
・審査日時点で、ｲ）の期間終了日の翌日か
ら起算して当該措置期間の２倍の期間内の
場合
ﾊ）－Ａ
・審査時点で「文書注意」又は「口頭注意」
の措置期間内の場合

評価方法 （１）②、③、⑤でＣが一つでもあれば非指名とする。

      　　　　 （２）項目①～⑧のＡの数、工事点数、参考項目を総合的に判断し、順位付けする。 

※：自社で移動式クレーン（25t吊以上）２台及びトラック（10t級）４台以上を保有する場合

技術審査基準

②施工実績

④安全・労働
福祉



災害時における応急組立橋の緊急的な架設業務

(上越防災支援センター)に関する協定書【案】 
 

国土交通省北陸地方整備局 北陸技術事務所長 姫野芳範（以下「甲」という。）と、○

○○○株式会社 ○○○ ○○○○（以下「乙」という。）とは、災害時における応急組立

橋の緊急的な架設業務（以下「業務」という。）の実施に関し、次のとおり協定する。 
 

（目 的） 
第１条 この協定は、地震・大雨等異常な自然現象及び予期できない事象により国土交通

省北陸地方整備局が管理する道路及び河川（以下「道路等」という。）において災

害が発生し、道路が交通不能となった場合に、緊急的に交通を確保するため上越

防災支援センターに配備した応急組立橋を架設し、被害の拡大防止と被災施設の

早期復旧に資することを目的とする。 
 

（業務の実施区域） 
第２条 業務の実施区域は、北陸地方整備局管内とする。 
 

（業務の内容） 
第３条 甲は、道路等に災害が発生し必要と認めるときには、被災状況に応じて乙に出   

動を要請することができるものとする。 
  ２．乙が甲からの要請により出動する際、乙は甲からの指示により架設予定箇所の調

査を行うと共に、必要人員、資機材等の準備を行い、速やかに業務を遂行するもの

とする。 
  ３．甲は乙に演習・訓練等への参加を要請することができるものとする。なお、架設

訓練は令和５年度に予定する。 
 

（連絡体制と報告） 
第４条 乙はあらかじめ次の事項について、甲に書面で報告するものとする。なお、内容

に変更があった場合は、遅滞なく変更内容を甲に書面で報告するものとする。 
２．連絡体制 
３．業務に必要な建設資機材等の確保、動員の方法 

 
（業務の特例） 

第５条 甲は特に必要と判断した場合、乙に第２条に規定する以外の区域に出動を要請で

きるものとする。 
  ２．北陸地方整備局が自治体等の要請を受け災害支援を行う場合、甲は乙に出動要請

できるものとする。 
   

（契約の締結） 
第６条 甲は、乙に出動を要請したときは、速やかに契約を締結するものとする。 
  ２．第５条２項による場合、乙と自治体と業務に関する契約を締結することができる。 
 



（有効期限） 
第７条 この協定の期間は、令和５年４月１日から令和８年３月３１日までの期間とする。 
    ただし、協定期間中は北陸地方整備局（港湾・空港関係除く）における一般競争

参加資格で鋼橋上部工事の認定を受けていること。 
 
（損害の負担） 

第８条 業務の実施に伴い甲、乙双方の責に帰さない理由により、第三者に損害を及ぼし

た場合、又は建設資機材等の損害が生じた場合、乙はその事実の発生後遅滞なく、

その状況を書面により甲に報告し、その処置について、甲、乙協議して定めるもの

とする。 
 

（法定外労働災害補償制度の加入） 
第９条 乙は、業務に従事する全ての者を補償する法定外労働災害補償制度に加入するも

のとする。 
 

（その他） 
第 10 条 この協定に定めない事項、又はこの協定に疑義が生じたときは、その都度、甲、

乙が協議してこれを定めるものとする。 
 

この協定の証として、本書 2 通を作成し、甲、乙が記名押印の上、それぞれ各１通を保

有するものとする。 
 
 
  令和５年３月  日 
 
 
  甲  国土交通省北陸地方整備局 

北陸技術事務所長  姫野 芳範 
 
 
 
 
 
  乙  ○○○○株式会社 

○○○○    ○○ ○○ 
 


